
問　企画財政課 財政係　☎0965-52-5850

１．令和4年度決算報告
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財政事情を公表します
氷川町の

歳出

歳入

自主財源

36億2467万円

依存財源

52億2058万円 町税 10億5252万円 11.9％

繰入金 8億2381万円 9.3％

繰越金 ７億101万円 7.9％

使用料及び手数料 7860万円 0.9％

分担金及び負担金 3887万円 0.4％

その他 9億2986万円 10.5％

地方交付税 29億8902万円 33.8％

国庫支出金 10億6684万円 12.1％

県支出金 5億8811万円 6.6％

地方消費税交付金 2億5399万円 2.9％

町債 2億2009万円 2.5％

地方譲与税 7062万円 0.8％

その他 3191万円 0.4％

59％ 41％

■ 総務費 31億9315万円 38.4％

■ 民生費 16億7207万円 20.1％

■ 公債費 9億7615万円 11.7％

■ 衛生費 6億9399万円 8.3％

■ 土木費 5億9671万円 7.2％

■ 農林水産業費 3億9403万円 4.7％

■ 消防費 3億3451万円 4.0％

■ 教育費 3億1569万円 3.8％

■ 商工費 9068万円 1.1％

■ 議会費 5950万円 0.7％

■ その他 2万円 0.0％

　令和 4 年度決算の状況と令和 5 年度上半期の
執行状況の概要をご紹介します。皆さんから納め
ていただいた税金などのお金がどのように使われ
ているのでしょうか。

※1万円未満を四捨五入して標記しています。その
ため合計値や差引が一致しない場合があります。

会計の種類 歳入 歳出 差引

国民健康保険 21億6261万円 18億1543万円 3億4717万円

介護保険 18億6661万円 15億3707万円 3億2954万円

下水道事業 6億68万円 5億5283万円 4785万円

後期高齢者医療 2億21万円 1億9796万円 226万円

特別会計決算

　会計の種類には、一般会計
と特別会計があり、一般会計
が町の基本的な経費が中心と
なっているのに対し、特別会
計は特定の事業に対して特定
の歳入を充てるもので、左表
のように4種類の会計があり
ます。

町民の税負担状況

町民税

37,607円
固定資産税

45,199円
その他の税

7,818円
収められた税金などの総額
　　　　　÷
10,978人（9月末現在住基人口）

　 　 　 　 　 ＝

町民1人あたりの負担額

合計90,624円

歳出額　83億2650万円

歳入額　88億4525万円

町債とは？

　町の借金にあたります。長期間利用さ
れる公共施設を整備する場合に、その年
度の収入だけでまかなうことが難しいた
め借り入れを行います。整備する年の住
民だけが負担をするのではなく、毎年少
しずつ負担してもらうことで世代間の負
担を公平にするという役割もあります。
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